
（平成２４年４月版）

常 勤 性 経　　験 常 勤 性 経　　験 権　　限 存　　在 所　　有

新規 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

許可換え新規 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

般・特新規 ○ ＊ △ △ △ △

業種追加 ○ ＊ △ △ △ △

更新 ○ ○ ○ ○

営業所の新設 ○ ○ ○ ○ ○

営業所の
所在地変更 ○ ○

経管者の
変更・追加 ○ ○

専任技術者の追加
、担当業種の変更 ○ ○

専任技術者の所属
する営業所の変更 ○

令３使用人
の変更 ○

○… 提出必要
　△… 当該申請により、業種を追加する営業所及び追加される業種を担当する技術者に係るもの
　＊…

《建設業許可申請等の確認資料について》

　「登記されていないことの証明書」及び「身分証明書」は確認書類ではなく、法定書類です。
申請書等と併せてご提出ください。

《注意》

　確認資料は、下記の申請（届出）内容に応じた確認事項について必要となります。
　具体的な資料については次ページ以降を参照してください。

国土交通省 九州地方整備局

確認資料の提出について

申請（届出）内容と確認事項

　建設業許可の申請及び変更の届出をする際には、申請（届出）内容に応じて、確認資料を
提出する必要があります。
　提出部数は１部で、県の受付窓口（土木事務所等）に、申請書、変更届と一緒に提出してく
ださい。ただし、九州地方整備局から追加資料を求められた場合には、直接、九州地方整備
局に提出願います。
　なお、提出された書類の返却はいたしません。

前回の許可申請時(申請の区分は問わない）において、既に経管者として置かれていたものであって、その
経験年数が７年以上である場合には、前回の許可申請時に提出した経営業務の管理責任者証明書（様式
第７号）の写しをもってかえることができる。

経営業務の
管理責任者

営　　業　　所
専任

技術者
　　　　　　　　　　　確認事項

 申請（届出）内容

許
可
申
請

変
更
届

令第３条に規定
する使用人

○

○

○

△

△

○

○

常 勤 性
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常勤性を証明する資料
　　下記①、②の両方をご提出ください。

　① 住民票の写し（原本）
　　   現住所が住民票と異なる場合は、以下の順でいずれか一つ
　　　  ア　住居の賃貸契約書の写し
　　　　　　（契約書記載の賃貸借期間が満了していて、自動継続等の条項がある場合には、
　　　　　　　直近３ヶ月分の賃借料の支払いを確認できる資料（領収書等））
　　　　イ　公共料金（電気・ガス・水道）の領収書の写し
　　　　　　  ※本人の氏名及び住所が記載されていない場合は不可

　② 以下のうちいずれか一つ
　　　 ア　健康保険被保険者証（両面）の写し
　　　　　　 ※事業所名称、所在地が記載されていない場合は不可
　　　 イ　住民税特別徴収税額通知書の写し（直近のもの）
　　　 ウ　健康保険組合が発行する「健康保険被保険者資格加入証明書」
　　　 エ　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（直近のもの）
　　　 オ　確定申告書（法人においては、表紙と役員報酬明細の写し（受付印押印のもの））

経験を証明する資料

　③経験時の役職に応じて、以下の表のうち、a）及びb）の資料

※ 許可を有していない期間中については、１年に１件以上の契約書等の写し

◎「準ずる地位」、「補佐した経験」については個別に判断しますので、事前にご相談下さい。

経営業務の管理責任者の確認資料

b）経験業種の確認資料 ※経験時の役職

経験期間中の許可通知書の
写し

申請書様式の別紙２（１）の写し

経験期間中の許可通知書の
写し

所得税確定申告書（控）の写し

就退任時の変更届出書の写し
　・ 変更届出書
　・ 令第３条に規定する使用人の一覧表
　・ 令第３条に規定する使用人の略歴書

商業登記簿謄本、履歴事項全部証明書
閉鎖登記簿謄本

a）経験期間、地位の確認資料

個人事業主

令第３条に規定
する使用人

法人役員
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常勤性を証明する資料
　　下記①、②の両方をご提出ください。

　① 住民票の写し（原本）
　　   現住所が住民票と異なる場合は、以下の順でいずれか一つ
　　　  ア　住居の賃貸契約書の写し
　　　　　　（契約書記載の賃貸借期間が満了していて、自動継続等の条項がある場合には、
　　　　　　　直近３ヶ月分の賃借料の支払いを確認できる資料（領収書等））
　　　　イ　公共料金（電気・ガス・水道）の領収書の写し
　　　　　　  ※本人の氏名及び住所が記載されていない場合は不可

　② 以下のうちいずれか一つ
　　　 ア　健康保険被保険者証（両面）の写し
　　　　　　 ※事業所名称、所在地が記載されていない場合は不可
　　　 イ　住民税特別徴収税額通知書の写し（直近のもの）
　　　 ウ　健康保険組合が発行する「健康保険被保険者資格加入証明書」
　　　 エ　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（直近のもの）

　　　※出向社員である場合には、出向協定書（協定書に出向者の氏名が記載されて
　　　　 いない場合には、出向辞令を併せて提出）及び賃金台帳の写し

実務経験を証明する資料　（技術者の要件が実務経験の場合）
　　下記③、④の両方をご提出ください。
　
　③ 実務経験の内容を証明するもの
　　ア　証明者が建設業許可を有している期間については建設業許可通知書の写し
　　イ　証明者が建設業許可を有していない期間については契約書等

　④ 実務経験期間の常勤を確認できるものとして以下のうちのいずれか一つ
　　ア　健康保険被保険者証の写し
　　　　 ※ 事業所名と資格取得年月日が記載されているもので、引き続き在職している場合
　　　　　　に限る。
　　イ　ねんきん特別便の写し 又は 被保険者記録照会回答票、厚生年金加入期間証明書
　　ウ　住民税特別徴収税額通知書の写し（期間分）

指導監督的実務経験を証明する資料 (技術者の要件が指導監督的実務経験の場合)

　⑤ 指導監督的実務経験証明書の内容欄に記載した工事全てについての契約書等
　⑥ 指導監督的実務経験証明期間の常勤を確認できるもの（上記④参照）

専任技術者の確認資料
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常勤性を証明する資料
　　下記①、②の両方をご提出ください。

　① 住民票の写し（原本）
　　   現住所が住民票と異なる場合は、以下の順でいずれか一つ
　　　  ア　住居の賃貸契約書の写し
　　　　　　（契約書記載の賃貸借期間が満了していて、自動継続等の条項がある場合には、
　　　　　　　直近３ヶ月分の賃借料の支払いを確認できる資料（領収書等））
　　　　イ　公共料金（電気・ガス・水道）の領収書の写し
　　　　　　  ※本人の氏名及び住所が記載されていない場合は不可

　② 以下のうちいずれか一つ
　　　 ア　健康保険被保険者証（両面）の写し
　　　　　　 ※事業所名称、所在地が記載されていない場合は不可
　　　 イ　住民税特別徴収税額通知書の写し（直近のもの）
　　　 ウ　健康保険組合が発行する「健康保険被保険者資格加入証明書」
　　　 エ　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（直近のもの）

　　　※出向社員である場合には、出向協定書（協定書に出向者の氏名が記載されて
　　　　 いない場合には、出向辞令を併せて提出）及び賃金台帳の写し

権限を証明する資料

　③ 委任状 又は 辞令の写し
　　　（本人に代表権がない場合、請負契約の見積り、入札、契約締結に関する権限が
　　　　当人に対して与えられていることが確認できるもの）

令第３条に規定する使用人の確認資料
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存在を証明する資料
　　下記①、②の両方をご提出ください。

　① 営業所（本店及び支店等）の写真
　　　（申請（届出）時の状況を撮影し、営業所名、撮影年月日を明記すること）
　　　・ 外観全景　　（看板等を確認できるもの）
　　　・ 入口付近　　（表札等を確認できるもの）
　　　・ 内部全景　　（電話、机等 什器備品等を確認できるもの）
　　　・ 建設業の許可票　　（標識の記載内容が判読可能なもの）
　　　　（建設業法第４０条に規定する標識　 ※新規許可及び許可換え新規申請の場合は不要）

 　② 営業所（本店及び支店等）の所在地図

所有を証明する資料
　　本店及び支店等の所有の状況に応じて、下記③又は④をご提出ください。

　③ 自社所有の場合
　　　・ 公的機関の発行する書面で、所有の確認ができるもの
　　　　（建物の登記簿謄本、固定資産税物件証明書、固定資産評価額証明書 等）

　④ 賃借の場合
　　　・ 当該建物の賃貸借契約書の写し
　　　　　（契約書記載の賃貸借期間が満了していて、自動継続等の条項がある場合には、
　　　　　　直近３ヶ月分の賃借料の支払いを確認できる資料（領収書等））

 【問い合わせ先】

　　国土交通省 九州地方整備局

　　　建政部 計画・建設産業課 建設業係

　　　　　ＴＥＬ ０９２－４７１－６３３１

　　　　　　　　（内線 ６１４５、６１４６）

　　　九州地方整備局建政部ＨＰ

　　　　http://www.qsr.mlit.go.jp/n-park/

営業所の確認資料
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◎　常勤性について

Ｑ１

Ａ１

Ｑ２

Ａ２

Ｑ３

Ａ３

Ｑ４

Ａ４

◎　経管の経験について

Ｑ５

Ａ５

Ｑ６

Ａ６

◎　専技の経験について

Ｑ７

Ａ７

◎　令３条使用人の権限について

Ｑ８

Ａ８

◎　営業所の存在について

Ｑ９

Ａ９

Ｑ１０

Ａ１０

Ｑ１１

Ａ１１

◎　全般

Ｑ１２

Ａ１２

Ｑ１３

Ａ１３ 提出された書類の返却はいたしません。

確認資料に関するＱ＆Ａ

提出した書類は返却されるのか？

住民票の写しや写真などに、発行日、撮影日の制限はあるのか？

原本をご提出下さい。

１部のみの提出で結構です。

以下の２種類の書類をご提出下さい。
　①会社が寮を所有していることが確認できる資料（営業所の所有の確認資料を参照）
　②寮費等の納入が確認できる資料

以下の２種類の資料をご提出下さい。
　①会社が当該健康保険組合等に加入していることを証する書面
　②国民健康保険被保険者証の写し

同じものを確認資料としても提出する必要はありませんが、商業登記簿謄本等で、必要となる経験期
間を充足していなければ、閉鎖登記簿謄本等のその他の資料が必要になります。

定められた様式はありません。以下の点をみたしている資料を提出願います。
　①委任者、受任者が記載され、記名押印があること
　②請負契約に関する権限等が委任されていること

可能です。ただし、営業所の名称、撮影日等を明記してください。

営業所の地図は、インターネットによるものでも可能か？

申請日前３ヶ月以内のものをご提出下さい。

委任状は定められた様式等があるのか？

外観の写真とともに、マンションの案内板又は郵便ポスト等、そのマンションに入居していることが確
認できる写真を撮影してご提出下さい

可能です。

写真を貼付する用紙があるが、この用紙以外に写真を貼り付け（印刷し）て提出することは可能か？

マンションの一室を営業所としており、マンションには看板等が無い場合、外観の写真はどうすればいい
か？

指導監督的実務経験証明書に記載した工事の契約書等が無い場合、代表者による証明や過去に提出
した工事経歴書を提出することで代用可能か？

申請者の作成による書類で代用することは出来ません。契約書等が無い場合には、当該工事の工
事名、発注者、請負金額、工期が確認できる客観的な資料をご提出下さい。

「住民票の写し」は地方公共団体が発行する原本を提出するのか？

商業登記簿謄本、履歴事項全部証明書又は閉鎖登記簿謄本は、写しの提出でも可能か？

会社が健康保険組合等に加入しており、その組合が国民健康保険に加入している場合の提出書類は何
か？

商業登記簿謄本又は履歴事項全部証明書を許可申請書類に添付している場合、その他に確認資料とし
ても提出する必要があるか？

営業所の専任技術者と経営業務の管理責任者（又は令３条に規定する使用人）を兼ねている場合、常
勤性の確認資料（住民票等）は２部提出する必要があるのか？

原本を提出願います。

現住所が住民票と異なる場合で、会社の寮に入っているため、提出を求められている資料が存在しない
時には、どのような書類を提出すればいいか？（公共料金は会社で負担し、郵便物は寮宛てで届く場
合）
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国土交通省　九州地方整備局

　建政部　計画・建設産業課　　宛

所属等 氏名

TEL FAX

県

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　　  　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　登記簿謄本等 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　許可通知書の写し 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　　  　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　内容の証明 □ 　期間の証明 □ 　契約書等

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　  　　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　内容の証明 □ 　期間の証明 □ 　契約書等

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　　  　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　内容の証明 □ 　期間の証明 □ 　契約書等

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　　  　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　内容の証明 □ 　期間の証明 □ 　契約書等

□ 　建物の登記簿謄本等 □ 　写真　※（注）３

□ 　賃貸契約書の写し □ 　所在地図

（注） １　この報告書は、主たる営業所について作成すること。
２　記入する箇所以外は該当する事項をチェックすること。
３　営業所の写真はＡ４の紙に貼付し、営業所名・撮影場所・撮影日を明記すること。

　許可（般・特－　　　）　第　　　　　　　　号
県 知 事

常勤性の確認資料

氏 名

常勤性の確認資料

氏 名

常勤性の確認資料

常勤性の確認資料

営業所の存在・所有関係

生年月日

国 土 交 通 大 臣

　　　　年　　　月　　　日生

生年月日

生年月日

営 業 所 の 名 称

経 験 の 確 認 資 料

専

任

技

術

者

表紙（主たる営業所用）

経 験 の 確 認 資 料

経 験 の 確 認 資 料

経 験 の 確 認 資 料

経 験 の 確 認 資 料

氏 名

平成　　　年　　　月　　　日

　　　　年　　　月　　　日生

　　　　年　　　月　　　日生

建設業許可申請に係る確認資料の提出について

　　　　年　　　月　　　日生
経
営
業
務
の
管
理
責
任
者

常勤性の確認資料

許 可 番 号

氏 名

営 業 所 の 所 在 地

提 出 資 料
作 成 者 等

商号又は名称

生年月日

生年月日

　今般、国土交通大臣許可の申請を行ったので、下記の営業所、経営業務の管理責任者、令第３条に
規定する使用人及び当該営業所に置いている専任技術者の確認資料を提出します。

氏 名

　　　　年　　　月　　　日生



国土交通省　九州地方整備局

　建政部　計画・建設産業課　　宛

所属等 氏名

TEL FAX

県

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　　  　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　　  　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　内容の証明 □ 　期間の証明 □ 　契約書等

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　　  　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　内容の証明 □ 　期間の証明 □ 　契約書等

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　　  　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　内容の証明 □ 　期間の証明 □ 　契約書等

□ 　住民票 又は（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 　健康保険被保険者証の写し　又は（　 　　　　  　　　　　　　　　　　 　　 　）

□ 　内容の証明 □ 　期間の証明 □ 　契約書等

□ 　建物の登記簿謄本等 □ 　写真　※（注）３

□ 　賃貸契約書の写し □ 　所在地図

（注） １　この報告書は、従たる営業所について作成すること。
２　記入する箇所以外は該当する事項をチェックすること。
３　営業所の写真はＡ４の紙に貼付し、営業所名・撮影場所・撮影日を明記すること。

営業所の存在・所有関係

生年月日

専

任

技

術

者

氏 名

経 験 の 確 認 資 料

氏 名

生年月日

商号又は名称

氏 名

氏 名

常勤性の確認資料

営 業 所 の 名 称

令
第
３
条
の
使
用
人

生年月日 　　　　年　　　月　　　日生

表紙（従たる営業所用）

常勤性の確認資料

経 験 の 確 認 資 料

氏 名 生年月日

常勤性の確認資料

経 験 の 確 認 資 料

常勤性の確認資料

生年月日

常勤性の確認資料

経 験 の 確 認 資 料

　　　　年　　　月　　　日生

　　　　年　　　月　　　日生

　　　　年　　　月　　　日生

　　　　年　　　月　　　日生

提 出 資 料
作 成 者 等

平成　　　年　　　月　　　日

（従たる営業所のみの変更届の場合には、記入してください）

営 業 所 の 所 在 地



営業所の名称　：　

　外観全景 　平成　　年　　月　　日　撮影

　

　入口付近 　平成　　年　　月　　日　撮影

　営業所の名称及び撮影年月日を記入してください。

看板等を確認できるように撮影して下さい。

表札等を確認できるように撮影して下さい。

　この用紙以外に写真を貼付する場合等（デジタルカメラで撮影したものを印刷した場合）は、
用紙（Ａ４）に、営業所名、撮影場所、撮影日等を明記して下さい。



営業所の名称　：　

　内部全景 　平成　　年　　月　　日　撮影

　建設業の許可票 　平成　　年　　月　　日　撮影

 建設業法第４０条に規定する標識です。
新規申請の場合には必要有りません。

　この用紙以外に写真を貼付する場合等（デジタルカメラで撮影したものを印刷した場合）は、
用紙（Ａ４）に、営業所名、撮影場所、撮影日等を明記して下さい。

電話、机等什器備品を確認できるように撮影して下さい。

　営業所の名称及び撮影年月日を記入してください。



確認資料の綴り方等

従たる営業所写真

従たる営業所確認資料

表紙（従たる営業所用）

主たる営業所写真

主たる営業所確認資料

●

●

※サイズはＡ４で統一し、散逸しないようまとめること。

表紙（主たる営業所用）

確認資料は、許可申請の際に提出する場合は、申請書類とは別綴じにすること（又
は、申請書類の最後にまとめて添付すること）。


